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第 1 章 背景と目的  

第 1 節 職業性ストレスとソーシャルサポートの関連  

平成 24 年労働者健康状況調査によると，現在の職業生活に関すること

で強い不安，悩み，ストレスを感じている労働者の割合は約 6 割であり，

その内容に関しては対人関係の問題が最も多いという  (厚生労働省大臣

官房統計情報部 , 2013)。また，米国国立職業安全保健研究所の職業性ス

トレスモデルでは，対人関係の問題などの職場ストレッサーは，抑うつ

感などのストレス反応を引き起こし，その状態が持続すると健康問題や

疾病に至ることが指摘されている  (Hurrell & McLaney, 1988)。そのため，

職業性ストレスを低減させ，疾病を予防するためには，特に対人関係の

問題の改善やストレス反応を低減させるための要因に焦点を当てた検討

が必要である。  

ストレス反応を低下させる要因の一つとして周囲の人たちからのソー

シャルサポートがある  (Chen, Siu, Lu, Cooper, & Phillips, 2009)。ソーシャ

ルサポートは「ある人を取り巻く重要な他者から得られる有形無形の援

助」と定義され  (久田 , 1987)，特に，サポートを受けているという感覚

である知覚されたサポートは，労働者のストレス反応の低減に寄与する

ことが指摘されている  (小杉 , 2003)。他方，仕事の要求度－資源モデル

（Job Demands - Resources model）において，知覚されたサポートなどの

仕事の資源が，ポジティブで充実した心理状態と正の関連を持つことが

示されている  (Bakker & Demerouti, 2007)。そのため，知覚されたサポー

トが高くなるとポジティブでいきいきとした状態である活気が高くなる

ことが考えられる。さらに，職場において上司や同僚からの知覚された

サポートを高めるには，職場での対人関係を良好にすることが重要とな

る  (田中・小杉 , 2003)。  
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第 2 節 知覚されたサポート向上のための対人的援助  

対人関係を良好にするための要因の一つに向社会的行動があり  (菊池 , 

1988)，職場における向社会的行動としては組織市民行動（organizational 

citizenship behavior）がある。組織市民行動は「従業員が行う任意の行動

のうち，彼らにとって正式な職務の必要条件ではない行動で，それによ

って組織の効果的機能を促進する行動」  (Organ, 1988) と定義される。

組織市民行動には，対人的援助，誠実さ，職務上の配慮，清潔さ，組織

支援行動の 5 つがある  (田中 , 2002, 2004)。そのうち，特に，他者の仕事

を自発的に手伝う対人的援助は，援助者と被援助者との間に信頼感を形

成し  (de Jong, Van der Vegt, & Molleman, 2007; McAllister, 1995)，組織内

の団結力を向上させる  (Podsakoff & MacKenzie, 1997) という。したがっ

て，対人的援助は対人関係を良好にすると考えられるため，対人的援助

が増加すると労働者の知覚されたサポートが増加することが推測できる。 

職場における対人的援助を高めるための介入研究はこれまでのところ

見当たらないが，職場の知覚されたサポートを高めるための介入研究は

いくつか存在する  (例えば Heaney, Price, & Rafferty, 1995; Oude Hengel, 

Blatter, Joling, van der Beek, & Bongers, 2012; Torp, 2008;  Lavoie-Tremblay, 

Bourbonnais, Viens, Vézina, Durand, & Rochette, 2005;  Uchiyama, Odagiri, 

Ohya, Takamiya, Inoue, & Shimomitsu, 2013)。これらの先行研究では，主

に，職場内でのコミュニケーションを増加させることを目標とするアク

ションプランを作成し，実行することなどが行われている。また，介入

期間は 5 件中 3 件が 6 か月に渡り，研修等の実施時間は合計 4 時間以上

となっている。さらに，5 件中 3 件において介入後に知覚されたサポー

トが高まらない結果も認められている。一方，対人的援助を介入プログ

ラムによって高める場合，対人的援助は主に通常業務に関連して行うも
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のであるため，他者への声掛けは必要となるものの，援助の方法につい

て新たに学習することをほとんど必要としない。そのため，職場におい

て対人的援助を高める介入プログラムを実行する場合，業務遂行や組織

の生産性への支障が先行研究と比較して少なく，個人と組織が実行しや

すい方法であると考えられる。ただし，対人的援助は，本務以外のこと

で他者の仕事を自発的に手助けするため，援助者自身の仕事の量的負担

が増加し，結果として心理的ストレス反応が増加する可能性も考えられ

る  (Hurrell & McLaney, 1988)。  

第 3 節 本研究の目的  

本研究では，対人的援助と知覚されたサポート，量的負担，心理的ス

トレス反応，活気の関連を明らかにすることを第 1 の目的とする（研究

1）。次に，対人的援助向上のための介入プログラムを作成し，対人的援

助，知覚されたサポート，および量的負担の増加，心理的ストレス反応

の低下，活気の上昇を検証することを第 2 の目的とする（研究 2）。  

 

第 2 章 対人的援助行動が心理的ストレス反応および活気に影

響を及ぼす過程の検討（研究 1）  

1. 目的  

対人的援助と知覚されたサポート，量的負担，心理的ストレス反応，

活気の関連を検討することを目的とした。  

2. 方法  

分析対象者 2012 年 10 月に，製造業労働者 250 名を対象に質問紙調査

を実施した。回答者 240 名のうち，回答に欠損のある 40 名を除いた 200

名（男性 163 名，女性 37 名）を分析対象とした（有効回答率 83.3%，平

均年齢 40.3 歳，SD =11.0）。  
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調査票 日本版組織市民行動尺度  (田中 , 2002, 2004) の対人的援助，職

業性ストレス簡易調査票  (下光・原谷・中村・川上・林・廣・荒井・宮

崎・古木・大谷・小田切・岩田・鈴木 , 2000) のソーシャルサポート（知

覚された上司からのサポート（以下，上司サポートと略記），知覚された

同僚からのサポート（以下，同僚サポートと略記）），職場ストレッサー

（心理的な仕事の負担（量）：以下，量的負担と略記），心理的ストレス

反応（イライラ感，疲労感，不安感，抑うつ感），活気を使用した。  

分析方法 対人的援助が増加すると知覚されたサポートが増加し，知覚

されたサポートが増加すると心理的ストレス反応が低下し活気が上昇す

る。また，対人的援助が増加すると量的負担が増加し，量的負担が増加

すると心理的ストレス反応が増加する。以上の理論的背景に基づき，対

人的援助，知覚されたサポート，量的負担，心理的ストレス反応，活気

間の関係を明らかにするために，心理的ストレス反応，活気を最終的な

目的変数とする仮説的因果モデルを作成し，共分散構造分析を行った。  

3. 結果と考察  

対人的援助と知覚されたサポート，知覚されたサポートと活気，対人

的援助と量的負担，量的負担と心理的ストレス反応の間にはそれぞれ有

意な正の関連が認められた。また，知覚されたサポートと心理的ストレ

ス反応の間には有意な負の関連が認められた。さらに，対人的援助が知

覚されたサポートを増加させる効果  (β=.45) は，対人的援助が量的負担

を増加させる効果  (β=.15) よりも大きかった  (Figure 1)。これらの結果か

ら，対人的援助は，心理的ストレス反応を増加させる量的負担よりも，

心理的ストレス反応を低下させ活気を上昇させるために有効な知覚され

たサポートを増加させる効果が大きいことが明らかとなった。  

対人的援助は，本務以外の業務を行うため量的負担が高くなり，心理
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的ストレス反応が高くなったと考えられる  (Hurrell & McLaney, 1988)。一

方，対人的援助を行うと良好な対人関係が形成され  (de Jong et al., 2007; 

McAllister, 1995 ; Podsakoff & MacKenzie, 1997)，上司や同僚からサポート

を受けているという援助者自身の知覚されたサポートが増加し，心理的

ストレス反応が低下したと考えられる  (小杉 , 2003)。また，仕事の資源

としての知覚されたサポートが増加したことで活気が高くなった  

(Bakker & Demerouti, 2007) と考えられる。以上のことから，職場におい

て対人的援助を行うことは，ある程度の量的負担の増加を伴うが，それ

以上に，心理的ストレス反応の低減や活気の上昇に関係する知覚された

サポートを増加させることが示唆される。  

注）労働時間，勤務年数，職種を統制した。

Figure 1. 対人的援助，知覚されたサポート，心理的ストレス反応，量的負担，活気の構造方程式モデリング

 * p ＜.05, *** p  ＜.001

GFI = .936， AGFI = .884， CFI = .931， RMSEA = .070
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第 3 章 職場における対人的援助向上プログラムの効果評価

（研究 2）  
1. 目的  

対人的援助向上プログラムを作成し実施することにより，対人的援助

を増加させることを第 1 の目的とした。また，対人的援助が増加するこ

とにより，知覚されたサポートおよび量的負担が増加することを検証す

ること，さらに，知覚されたサポートが増加することで活気が上昇し，

心理的ストレス反応（イライラ感，疲労感，不安感，抑うつ感）が低下

することを検証することを第 2 の目的とした。  

2. 方法  

分析対象者 製造業 A 社に所属する労働者 72 名を調査対象とし，B 事業

所の労働者 36 名（男性 31 名，女性 5 名）を介入群，C 事業所の労働者

36 名（男性 31 名，女性 5 名）を統制群に割り付けた。参加者はすべて

非管理職者で日勤の現場労働者であった。調査票への回答に欠損のあっ

た 24 名を除いた介入群 26 名（男性 22 名，女性 4 名，平均年齢 36.1 歳，

SD=7.34）と統制群 22 名（男性 19 名，女性 3 名，平均年齢 37.7 歳，SD=10.5）

を分析対象とした。  

手続き 介入群：研究開始時に pre test（以下 pre）を実施し，pre 直後の

研修 1（45 分）で，仕事で困っている人を助けることが結果的に自分自

身の知覚されたサポートの向上に繋がるという内容の心理教育を実施し

た。その後 2 週間のホームワーク（1 日 5 分×実質約 20 日，以下 HW）

を実施した。HW は，勤務時間中に最も印象に残った対人的援助につい

て，援助場面の状況，声掛けの内容，具体的な援助内容，被援助者から

の反応，援助後の援助者自身の気分について記入を求めた。2 週間の HW

の直後に実施した研修 2（60 分）のロールプレイでは，折り紙製作を通
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して仕事で困っている人に対する声掛けや教え方の実践を参加者同士で

行い，対人的援助を自主的に行うことで相手から感謝される体験を行っ

た。その後再び 2 週間の HW を実施した。HW 終了直後に post test（以下

post），post から 4 週間後に follow-up test（以下 follow-up）を実施した。  

統制群：pre から follow-up までの期間に何の操作も行わず，介入群の

pre，post，follow-up と同一時期に調査のみを実施した。  

調査票 研究 1 と同様。  

分析方法 各効果評価指標の得点を従属変数，時期（pre，post，follow-up）

と群（介入群，統制群）を独立変数，年齢，1 日当たりの労働時間，最

近 1 か月間の時間外労働時間を共変量とする共分散分析を行った。  

3. 結果と考察  

分析の結果，対人的援助については，有意な時期と群の交互作用が認

められ，介入群において post 時， follow-up 時の得点が pre 時よりもそれ

ぞれ有意に高いことが明らかになった  (Table 1)。対人的援助向上プログ

ラムの実施において，参加者は，心理教育で対人的援助のメリットを理

解することで対人的援助を実行する動機づけを高めたと考えられる。そ

して，ロールプレイで相手から感謝される体験をしたことにより，対人

的援助を実際の仕事場面で行うための意欲を高めたと思われる。その結

果，仕事場面における対人的援助の増加が認められたと考えられる。さ

らに HW では，参加者が，自分自身が行った対人的援助を記録すること

で，対人的援助を行うことで生じる変化やメリットの自覚を強め，対人

的援助の継続が促進されたことが推察される。  

同僚サポートについては，有意な時期と群の交互作用が認められ，介

入群において post 時，follow-up 時の得点が pre 時よりもそれぞれ有意に

高く，post 時に介入群の得点が統制群よりも有意に高かった。参加者は，
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同僚に対してはその仕事内容を把握しやすく，相手が援助を必要とする

状況を察知することが比較的容易であったために対人的援助が増加した

と考えられる(Staub, 1978)。その結果，同僚サポートが増加したことが推

察される。  

上司サポートについては，有意な時期と群の交互作用が認められたが，

介入群の有意な単純主効果は認められなかった。しかし，上司への対人

的援助の項目得点は有意に増加していた。これらの結果から，参加者が

上司に対して対人的援助を行っても，上司からのフィードバックが不十

分であったため，上司サポートの知覚が増加しなかった可能性が考えら

れる。  

量的負担については，有意な時期と群の交互作用は認められなかった。

一方，介入群における対人的援助と量的負担の相関係数を算出したとこ

ろ，pre 時（r=.43, p < .05），post 時（r=.00, n.s.），follow-up 時（r=.-09, 

n.s.）となり，pre 時の対人的援助と量的負担の関連が，post 時および

follow-up 時に減少した可能性が示唆された。その背景には，本研究にお

いても先行研究と同様に，援助者自身が対人的援助を行うことで量的負

時期 群 交互作用

群 EM SE EM SE EM SE F F F
介入 24.6 0.81 28.3 1.02 28.1 1.06 6.85** 0.01 5.00*
統制 26.6 0.88 27.1 1.11 27.1 1.15
介入 7.85 0.45 8.36 0.42 8.38 0.47 1.63 1.76 5.63**
統制 8.00 0.49 7.16 0.45 7.05 0.51
介入 9.18 0.39 10.1 0.39 10.0 0.43 2.26 1.54 8.18**
統制 9.51 0.43 8.80 0.43 8.94 0.47
介入 8.19 0.36 9.03 0.35 9.05 0.37 2.10 3.01 0.86
統制 7.73 0.39 7.97 0.38 8.17 0.40
介入 6.76 0.49 6.24 0.45 6.20 0.56 1.28 3.15 1.05
統制 7.55 0.53 7.85 0.49 7.36 0.61
介入 6.61 0.39 6.41 0.37 6.80 0.42 1.38 0.02 0.59
統制 6.37 0.42 6.70 0.41 6.96 0.46
介入 6.18 0.40 5.94 0.42 5.95 0.44 2.61 0.01 0.07
統制 6.24 0.44 5.85 0.45 5.84 0.47
介入 10.4 0.82 10.2 0.79 10.3 0.86 4.48* 0.76 0.48
統制 9.75 0.89 10.3 0.86 9.89 0.94
介入 6.77 0.47 7.46 0.42 7.57 0.44 1.15 1.53 1.28
統制 6.55 0.51 6.68 0.45 6.46 0.47

Table 1.  全分析対象者における時期および群を要因，属性を共変量とする共分散分析の結果
(介入群n=26，統制群n=22)

知覚された
サポート

職場
ストレッサー

心理的
ストレス反応

 *p＜.05, **p＜.01

Pre test Post test Follow-up test

活気

抑うつ感

不安感

イライラ感

疲労感

同僚サポート

量的負担

対人的援助

上司サポート
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担が増加した可能性はあるものの，介入プログラムの実施によって対人

的援助を行うようになった他の参加者から，逆に援助者自身が対人的援

助を受け，援助者自身の量的負担が軽減される機会があったことが推察

される。つまり，他の参加者から対人的援助を受けた分，援助者自身の

量的負担が軽減し，結果的に援助者自身の量的負担がそれほど増加しな

かった可能性が考えられる。  

一方，心理的ストレス反応の低下および活気の上昇は認められなかっ

た。これは，本研究において同僚サポートは増加したものの，同僚サポ

ートよりもストレス反応低減効果を示しやすい上司サポート  (小松・甲

斐・永松・志和・須山・杉本 , 2010) が増加しなかったことが，心理的ス

トレス反応の低下が認められず，活気が上昇しなかった一因である可能

性が考えられる。  

 

第 4 章 総合考察  

第 1 節 本研究の成果  

本研究によって，職場において対人的援助を行うことはある程度の量

的負担の増加を伴うが，それ以上に，心理的ストレス反応の低減や活気

の上昇のために有効な知覚されたサポートを増加させることが明らかに

なった。また，介入プログラムの実施によって対人的援助が増加すると

ともに，対人的援助が増加することによって同僚サポートが増加するこ

とが明らかとなった。対人的援助のような援助行動は，他者を援助して

良い気分になり，再び援助して良い気分を味わいたいと思うことで生起

しやすくなることが指摘されている  (高木，1987)。また，本研究で実施

した HW では，参加者が対人的援助を行い，相手からのポジティブフィ

ードバックを受けた結果，援助者自身の気分がポジティブに変化したと
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いう内容の記述が多く認められた（361 件中 290 件，80.3%）。これらの

ことから，介入プログラムによって参加者が職場で対人的援助を行うよ

うになると，参加者は相手から感謝されることで対人的援助に対する動

機づけを高めることができることが推測できる。その結果，対人的援助

行動が促進され，対人関係が良好になることで同僚サポートが増加した

と考えられる。  

第 2 節 今後の課題  

本研究において，介入プログラムを実施することで対人的援助行動が

増加し，同僚サポートの増加も認められた。しかし，上司サポートの増

加，心理的ストレス反応の低下，活気の上昇は認められなかった。そこ

で今後は，心理的ストレス反応が低下し，活気が上昇するように，上司

サポートをより増加させることに焦点を当てた介入プログラムの検討が

必要である。そのためには，上司に対する対人的援助を促進する方法を

検討した上でプログラムに取り入れるなど，介入プログラムの内容の改

善を図ることが必要である。次に，本研究では，参加者が製造業の非管

理職者のみであったため，結果の一般化には限界がある。今後は他の業

種や管理職者を対象とした介入プログラムの実施も必要である。また，

忙しい時には対人的援助が起こりにくいなど，業務量の多寡によって対

人的援助の生起が変化することも考えられる。そのため，繁忙期や閑散

期を考慮した介入プログラムの実施も必要となる。さらに，本研究では

対人関係についての指標を測定していなかったため，今後は対人的援助

により対人関係が良好になること，および，その後知覚されたサポート

が高まることについて検証することが必要である。最後に，本研究で効

果測定に使用した尺度は，自己評定のみであるため，今後は，行動指標

や他者評定などの客観的な指標を用いることも必要である。  
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